
 

 

 

 

 

令和６年度 

当初予算案の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年２月 

防災くらし安心部 

 

 





令和６年度　防災くらし安心部当初予算案　総括表
（総合支庁予算含む）

１　課別予算額 （単位：千円）

比較増減 対前年度比

課　　　名 金額（Ａ） 一般財源 金額（Ｂ） 一般財源 （Ａ－Ｂ） （Ａ／Ｂ）

1,807,979 436,849 665,431 402,634 1,142,548 271.70%

639,803 503,309 507,373 462,659 132,430 126.10%

371,785 251,258 313,742 200,885 58,043 118.50%

667,861 315,893 717,417 249,359 △49,556 93.09%

3,487,428 1,507,309 2,203,963 1,315,537 1,283,465 158.23%

２　性質別予算額 （単位：千円）

比較増減 対前年度比

性　質　別 金額（Ａ） 一般財源 金額（Ｂ） 一般財源 （Ａ－Ｂ） （Ａ／Ｂ）

人件費 890,700 706,572 855,940 663,355 34,760 104.06%

一般行政費 993,496 731,637 918,831 607,096 74,665 108.13%

扶助費等 0 0 0 0 0 －

貸付金 0 0 0 0 0 －

出資金 0 0 0 0 0 －

積立金 36,843 5,831 34,941 3,928 1,902 105.44%

維持補修費 108,701 108,701 73,883 73,883 34,818 147.13%

補助費等 249,541 158,645 206,605 109,468 42,936 120.78%

物件費 598,411 458,460 603,402 419,817 △4,991 99.17%

投資的経費 1,603,232 69,100 429,192 45,086 1,174,040 373.55%

一般公共 212,742 66,210 225,295 0 △12,553 94.43%

一般単独 1,390,490 2,890 203,897 45,086 1,186,593 681.96%

繰出金 0 0 0 0 0 －

合　　計 3,487,428 1,507,309 2,203,963 1,315,537 1,283,465 158.23%

６年度当初予算額 ５年度当初予算額

防災危機管理課

消防救急課

消費生活・地域安全課

食品安全衛生課

合　　計

６年度当初予算額 ５年度当初予算額
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令 和 ６ 年 ２ 月
防災くらし安心部令和６年度 防災くらし安心部主要施策の体系

１ 大規模災害への対応など危機管理機能の充実強化

（２）東日本大震災からの復興・避難者支援

・「やまがた避難者支援協働ネットワーク」の運営

・健康や暮らしに関する交流相談の実施と避難者ケースマネジメント実施への支援

・「復興ボランティア支援センターやまがた」の運営支援（定住・生活支援に関する情報提供等）

・避難者向け借上げ住宅の提供

２ 暮らしの様々なリスク等への対応

（１）災害対応力の充実と危機管理体制の強化

○ 自助・共助・公助による防災力向上の推進
・県防災会議の運営及び県・市合同総合防災訓練等の実施

・出前講座等による防災教育の充実と啓発活動の推進

・地域における防災力の強化に向けた自主防災組織リーダー等を対象とする実践的研修の実施

・支援の担い手不足解消に向けた新たな担い手との連携による要配慮者避難体制の構築

・災害ケースマネジメントの実施に向けた関係機関との連携体制構築【新規】

・大規模災害に備えた食料・飲料水等備蓄物資の計画的な更新

・大規模災害等に係る対策本部員会議の開催

・大規模災害への対応力強化のための職員研修の実施

○ 沿岸市町等と連携した津波防災対策の推進
・関係市町が実施する避難路への停電対応型夜間照明の新設・改修に対する助成【拡充】

○ 隣接県等と連携した火山防災対策の推進
・蔵王山、鳥海山及び吾妻山の火山防災協議会の運営

○ 災害時の迅速かつ確実な情報伝達体制の整備
・防災行政通信システム及び震度情報システムの運用・保守管理・更新等

・防災情報システムの改修及び衛星通信システム第３世代への更新【新規】

・市町村が行う同報系防災行政無線の整備に対する助成

○ 自主防災組織及び消防団の活動の充実による地域防災力の強化
・地域の避難所設置・運営能力の育成支援（防災士養成講座、地域防災スキルアップ研修）

・自主防災組織の活動活性化の促進（自主防災アドバイザーの派遣）

・地域防災における男女共同参画の促進（女性の視点を取り入れた防災オンラインセミナー）

・消防防災分野におけるドローン活用の推進（操作体験講習会）

○ 災害ボランティア活動支援の推進
・災害ボランティア支援ネットワーク連絡会の開催

・県災害ボランティア支援本部設置・運営訓練の実施

・災害ボランティア活動への参加意欲醸成を図るための講習会の開催

・「やまがた社会貢献基金」を活用したＮＰＯが行う災害中間支援機能の強化事業に対する助成【新規】

○ 救急救命率の向上に向けた取組みの推進
・救急救命士の養成や教育体制の充実強化及び消防機関と医療機関の連携促進

○ 消防防災ヘリコプターによる航空消防防災体制の整備
・消防防災ヘリコプター「もがみ」の運航

○ 政府・市町村等と連携した国民保護対策の推進
・国民保護対策に関する訓練の実施

（４）安全で安定した水道水の確保

○ 水道事業の基盤強化施策の推進
・市町村等水道事業者が実施する施設耐震化や老朽化対策等に対する助成

・「山形県水道広域化推進プラン」を踏まえた実施計画となる「庄内圏域水道基盤強化計画」の策定

（５）動物の愛護及び適正飼養の推進

○ 動物愛護団体との連携等による動物の愛護と適正な飼い方の普及啓発の推進
・動物愛護推進協議会の開催や動物愛護推進員の活動支援

・動物愛護教室やペット防災セミナーの開催

・庄内地区動物愛護センターの建設整備

（３）食の安全・安心の確保と生活衛生関係営業の活性化

○ 食中毒予防や適正な食品表示に関する正しい知識の普及と理解の促進
・食の安全推進会議や食の安全推進交流会等による食の安全に関する県民との情報共有

・出張セミナーや食の安全ほっとインフォメーションの定期発行による情報提供

○ 生活衛生関係営業の衛生水準の維持向上と経営の活性化の推進
・「（公財）山形県生活衛生営業指導センター」の運営支援及び生活衛生同業組合への支援

（２）犯罪の予防及び被害者支援と交通事故防止のための取組みの強化

○ 防犯及び犯罪被害者支援施策の推進
・「やまがた性暴力被害者サポートセンター（べにサポやまがた）」の運営

・犯罪被害者やその遺族に対する見舞金の支給制度や犯罪被害遺児に対する支援制度の創設【新規】

○ 県民総ぐるみによる交通安全運動の展開
・高校生の自転車ヘルメットの着用促進に向けた取組みの強化【新規】

（１）消費生活の安定及び向上

○ 消費者被害の防止のための相談体制の充実と消費者教育・啓発の推進
・消費生活相談体制等の維持・充実

・消費者教育・啓発のための消費生活出前講座等の実施

・福祉との連携による高齢者のための消費者教育の実施

・消費者安全確保地域見守りネットワークの構築及び機能強化【拡充】

・消費生活に関連した課題に取り組む市町村に対する助成

・消費生活相談のデジタル対応による体制強化【新規】

（６）暮らしを支える社会貢献活動の推進

○ 地域課題の解決に取り組むＮＰＯ等の社会貢献活動の支援
・「輝く県民活躍大賞」の顕彰及びＮＰＯ活動促進大会の開催

・「やまがた社会貢献基金」を活用したＮＰＯ等の社会貢献活動の支援

○ 広域除雪ボランティアの活動支援
・高齢者世帯等の雪処理を担う広域除雪ボランティアの活動支援 2





　部局名：防災くらし安心部　

（単位：千円）

　(1)　災害対応力の充実と危機管理体制の強化

番
号

担 当 課 事　業　名 予算額 区分 事　　業　　概　　要

1
防災危機管
理課

危機管理対策事
業費

758
・
・

大規模災害等に係る対策本部会議の開催
職員の危機対応力向上のための研修の実
施

2
防災危機管
理課

防災対策推進事
業費

3,328
・
・

県防災会議の運営
県・市合同総合防災訓練等の実施

3
防災危機管
理課

やまがた防災力
向上加速化事業
費

2,020 拡充

・

・

・

・

出前講座等による防災教育の充実と啓発
活動の推進
地域における防災力の強化に向けた自主
防災組織リーダー等を対象とする実践的
研修の実施
支援の担い手不足解消に向けた新たな担
い手との連携による要配慮者避難体制の
構築
災害ケースマネジメントの実施に向けた
関係機関との連携体制構築【新規】

4
防災危機管
理課

災害等に備えた
備蓄物資の充実

8,608
・

・

大規模災害に備えた食料・飲料水等備蓄
物資の計画的な更新
飛島への支援物資の配備

5
防災危機管
理課

津波対策推進事
業費

2,178 拡充

・

・

関係市町が実施する避難路への夜間照明
設置に対する助成（令和８年度までの整
備計画を前倒し実施）
停電対応型夜間照明への改修を補助対象
に追加

6
防災危機管
理課

火山防災対策推
進事業費

5,175 拡充
・

・

蔵王山、鳥海山及び吾妻山の火山防災協
議会の運営
鳥海山火山防災マップの修正【新規】

7
防災危機管
理課

防災行政通信
ネットワーク保
守管理運営費

1,495,451 拡充

・

・
・

・

防災行政通信システム及び震度情報シス
テムの運用・保守管理・更新等
防災情報システムの改修【新規】
衛星通信システム第３世代の工事及びシ
ステム改修【新規】
Jアラート機器の故障報知機能追加【新
規】

令和６年度当初予算案　主要事業等一覧

 １ 大規模災害への対応など危機管理機能の充実強化
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番
号

担 当 課 事　業　名 予算額 区分 事　　業　　概　　要

8
防災危機管
理課

市町村防災行政
無線整備促進事
業費（市町村総
合交付金）

72,649
・ 市町村が行う同報系防災行政無線の整備

に対する助成

9
防災危機管
理課

共助による地域
防災力活性化事
業費

1,909

・

・

・

地域の避難所設置・運営能力の育成支援
（防災士養成講座、地域防災スキルアッ
プ研修の実施）
自主防災組織の活動活性化の促進（自主
防災アドバイザーの派遣）
地域防災における男女共同参画の促進
（女性の視点を取り入れた防災オンライ
ンセミナーの開催）

10 消防救急課
地域防災力充実
強化事業費

2,421

・

・

動画共有サービスにおける広告配信など
消防団のイメージ向上に向けた情報発信
消防分野におけるドローン活用の講習会
の開催

11
消費生活・
地域安全課

災害ボランティ
アネットワーク
事業費

610

・

・

・

災害ボランティア支援ネットワーク連絡
会の開催
県災害ボランティア支援本部設置・運営
訓練の実施
災害ボランティア活動への参加意欲醸成
を図るための講習会の開催

12
消費生活・
地域安全課

災害中間支援機
能の強化
(社会貢献活動促
進基金活用事業
の内数)

1,000 新規
・ 「やまがた社会貢献基金」を活用したＮ

ＰＯが行う災害中間支援機能の強化事業
に対する助成

13 消防救急課
救急救命体制整
備促進事業費

9,791
・
・

救急救命士の養成や教育体制の充実強化
消防機関と医療機関の連携促進

14 消防救急課
消防防災ヘリコ
プター管理運営
費

308,131
・ 消防防災ヘリコプター「もがみ」の運航

管理

15
防災危機管
理課

国民保護対策推
進事業費

2,284
・ 政府・市町村等と連携した国民保護対策

に関する訓練の実施

4



　(2)　東日本大震災からの復興・避難者支援

番
号

担 当 課 事　業　名 予算額 区分 事　　業　　概　　要

16

防災危機管
理課
復興・避難
者支援室

避難者支援連携
協働推進事業費

1,564

・

・
・

｢やまがた避難者支援協働ネットワーク｣
の運営
健康や暮らしに関する交流相談の実施
避難者ケースマネジメント実施への支援

17

防災危機管
理課
復興・避難
者支援室

ボランティア支
援事業費

15,053
・ 避難者の定住・生活支援に関する情報提

供等を行う「復興ボランティア支援セン
ターやまがた」の運営支援

18

防災危機管
理課
復興・避難
者支援室

避難者向け借上
げ住宅事業費

1,634 ・ 避難者向け借上げ住宅の提供

 ２ 暮らしの様々なリスク等への対応 （単位：千円）

　(1)　消費生活の安定及び向上

番
号

担 当 課 事　業　名 予算額 区分 事　　業　　概　　要

19
消費生活・
地域安全課

消費者行政推進
事業費

30,920 拡充

・
・

・
・

・

・

・

消費生活相談体制等の維持・充実
消費者教育・啓発のための消費生活出前
講座等の実施
弁護士による消費生活法律授業
福祉との連携による高齢者のための消費
者教育の実施
消費者安全確保地域見守りネットワーク
の構築及び機能強化
若年者等への消費者教育など、消費生活
に関連した課題に取り組む市町村に対す
る助成
消費生活相談のデジタル対応による体制
強化【新規】
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　(2)　犯罪の予防及び被害者支援と交通事故防止のための取組みの強化

番
号

担 当 課 事　業　名 予算額 区分 事　　業　　概　　要

20
消費生活・
地域安全課

性犯罪・性暴力
被害者支援事業
費

7,248

・

・

「やまがた性暴力被害者サポートセン
ター（べにサポやまがた）」の運営及び
相談・支援体制の強化
子ども・若者から性被害相談を受けた際
の対応要領の作成及び周知

21
消費生活・
地域安全課

犯罪被害者等支
援事業費

4,594 新規
・ 犯罪被害者やその遺族に対する見舞金の

支給制度や犯罪被害遺児に対する支援制
度の創設

22
消費生活・
地域安全課

交通安全総合対
策費

7,886 ・ 県民総ぐるみによる交通安全運動の展開

23
消費生活・
地域安全課

自転車安全・適
正利用促進事業
費

31,151 拡充

・

・

・

県内の高校生の自転車ヘルメット購入費
用の助成【新規】
自転車ヘルメット着用推進モデル校によ
る着用促進に向けた啓発活動【新規】
自転車の安全で適正な利用促進に関する
周知啓発

　(3)　食の安全・安心の確保と生活衛生関係営業の活性化

番
号

担 当 課 事　業　名 予算額 区分 事　　業　　概　　要

24
食品安全衛
生課

食の安全安心推
進事業費

603

・

・

食の安全推進会議や食の安全推進交流会
等による食の安全に関する県民との情報
共有
出張セミナーや食の安全ほっとインフォ
メーションの定期発行による県民への情
報提供

25
食品安全衛
生課

生活衛生関係営
業活性化事業費 18,090

・

・

「(公財)山形県生活衛生営業指導セン
ター」の運営支援
生活衛生同業組合の活性化事業への支援
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　(4)　安全で安定した水道水の確保

番
号

担 当 課 事　業　名 予算額 区分 事　　業　　概　　要

26
食品安全衛
生課

生活基盤施設耐
震化等交付金事
業費

82,277
・ 市町村等水道事業者が実施する施設耐震

化や老朽化対策等に対する助成

27
食品安全衛
生課

水道事業運営基
盤強化推進事業
費

23,891

・ 「山形県水道広域化推進プラン」を踏ま
え、事業統合を目指す庄内圏域の具体的
な実施計画となる「庄内圏域水道基盤強
化計画」の策定

　(5)　動物の愛護及び適正飼養の推進

番
号

担 当 課 事　業　名 予算額 区分 事　　業　　概　　要

28
食品安全衛
生課

動物愛護適正飼
養推進事業費

369

・

・
・

動物愛護推進協議会の開催や動物愛護推
進員の活動支援
動物愛護教室の開催
ペット防災セミナーの開催

29
食品安全衛
生課

動物愛護セン
ター整備事業費

133,595 ・ 庄内地区動物愛護センターの建設整備

　(6)　暮らしを支える社会貢献活動の推進
番
号

担 当 課 事　業　名 予算額 区分 事　　業　　概　　要

30
消費生活・
地域安全課

ＮＰＯ施策推進
事業費

5,850
・
・

「輝く県民活躍大賞」の顕彰
ＮＰＯ活動促進大会の開催

31
消費生活・
地域安全課

社会貢献活動促
進基金活用事業
費

47,654
・ 「やまがた社会貢献基金」を活用した

ＮＰＯ等の社会貢献活動の支援

32
消費生活・
地域安全課

いきいき雪国や
まがたづくり推
進事業費

1,500 ・ 広域除雪ボランティアの活動支援
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山形県強靭化計画 主な関連施策（令和６年度計画（令和６年度当初＋令和５年度経済対策））

（１）行政機能（警察・消防含む）

○庁舎管理営繕関係事業【総務】 330,188

・県庁舎、総合支庁舎等の改修及び営繕の実施

○情報システム全体最適化推進事業費の一部

【みらい】31,232

・自治体の情報システムに係るセキュリティ対策等

に関する研修会及び技術的助言の実施

○防災行政通信ネットワーク保守管理運営費【防災】

1,495,451

・県防災行政通信ネットワークの運用・保守管理等

○警察職員災害対処能力向上事業【警察】〈ゼロ予算〉

・実戦的な訓練を通した対処技術の向上及び防災関

係機関相互の連携強化を推進

◎津波対策推進事業費【防災】 2,178

・津波避難路への夜間照明設置及び停電対応型夜間

照明等への改修に対する助成

◎火山防災対策推進事業費【防災】 5,175

・火山防災協議会における警戒避難体制の整備、鳥

海山火山防災マップの修正等

★災害時のドローン活用体制整備【防災】〈ゼロ予算〉

・孤立集落への物資輸送等を目的とした協定を事業

者と締結

○洪水警戒情報提供事業費【県土】 52,500

・山形県河川砂防情報システムの整備等

○土砂災害警戒避難情報提供事業費【県土】 152,250

・土砂災害警戒区域等の指定のための基礎調査等

○盛土災害防止対策事業費【県土】 85,361

・宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく既存盛土

の調査の実施

○◇防災重点農業用ため池整備事業費【農林】

2,885,671

・老朽化した農業用ため池の整備等

○災害ボランティアネットワーク事業費 【防災】610

・大規模災害時に円滑な運営が可能となる体制づく

り及び高校生・一般県民を対象とした災害ボラン

ティアの担い手育成に係る講習会の開催

○活力ある地域づくり推進事業費【みらい】 2,818

・地域運営組織づくり等に対する支援

○共助による地域防災力活性化事業費【防災】 1,909

・防災士養成講座及びスキルアップ研修の実施等

○文化財保護事業費【観光】 82,038

・文化財の保存修理等に係る補助等

○県立特別支援学校校舎整備等事業費【教育】

209,250

・県立特別支援学校の老朽校舎の改築に向けた設計

○社会福祉施設整備補助事業費の一部【健福】72,112

・老人福祉施設の災害対策設備整備への補助

○県営住宅耐震等対策事業費【県土】 127,452

・県営住宅の予防保全的な老朽化対策工事の実施

○良質住宅ストック形成推進事業費【県土】 359,000

・耐震改修や防災・減災に係る部分補強への支援

○県立施設整備事業費【子育て】 262,214

・県立児童自立支援施設の改築

○◇高速道路及び地域高規格道路等の整備関係事業

【県土】11,763,104

・国事業に対する負担金等

◎山形新幹線米沢トンネル（仮称）の整備関係事業

【みらい】783,520

・米沢トンネル（仮称）整備計画の早期事業化に向

けたＪＲ東日本との共同調査の実施及び将来の整

備費用の負担に備えた基金の造成・積立て

・県民の機運醸成や政府への要望活動等

◎航空ネットワーク拡充事業費の一部【みらい】

56,117

・山形・庄内両空港の利用拡大等に向けた取組み

・庄内空港ビルの機能強化（国際線と国内線の動線

分離等）に向けた取組み

○◇災害に強いみちづくり推進事業費【県土】

1,321,354

・道路の土砂災害防止対策

☆道路空間ＤＸ事業費【県土】 85,050

・３次元データを活用した道路の効率的な維持管理

○◇道路施設長寿命化対策事業費【県土】12,732,159

・道路橋梁・トンネル等の長寿命化対策、橋梁耐震

補強対策等

○◇雪に強いみちづくり推進事業費【県土】

1,586,986

・道路の防雪対策、凍雪害防止対策

○道路除雪費【県土】 6,268,706

・県管理道路の除雪関連経費

○◇河川流下能力向上緊急対策事業費【県土】

802,000

・河川の土砂浚渫や支障木の除去等による流下能力

の向上

○◇河川管理施設長寿命化対策事業費【県土】

1,124,250

・河川管理施設（水門・樋門等）の修繕等

○◇砂防関係施設長寿命化対策事業費【県土】

401,260

・砂防えん堤等の長寿命化対策等

○◇海岸保全対策事業費【県土】 482,000

・海岸保全施設の整備、老朽化対策等

○災害時医療提供体制推進事業費【健福】

37,967

・ＤＭＡＴ隊員養成研修の受講経費の助成、ＤＭＡ

Ｔ及び関係機関の連携による実動訓練等

・山形・庄内両空港に配備しているＳＣＵ（航空搬

送拠点臨時医療施設）資器材の維持管理・更新

○災害時における福祉支援体制の整備推進事業費

【健福】2,170

・山形県災害派遣福祉チームの活動に必要な知識・

技術の向上を図るための研修等

○災害時精神医療派遣体制運営事業費【健福】 2,001

・ＤＰＡＴによる精神医療及び精神保健活動支援

○県立中央病院改修事業【病院】 111,585

・県立中央病院の無停電電源装置の改修

○中小企業ＢＣＰ策定支援の実施【産業】〈ゼロ予算〉

・山形県版ＢＣＰモデルの活用等の取組みにより、

県内中小企業のＢＣＰ策定を促進

★中小企業パワーアップ事業費（事業継続力強化支援

事業）【産業】 10,272

・県内中小企業のＢＣＰ等に基づく設備投資を支援

◎再生可能エネルギー等設備導入促進事業費

【環エネ】99,813

・家庭、事業所における再生可能エネルギー設備や

蓄電池の導入に対する助成 等

○生活基盤施設耐震化交付金【防災】 246,454

・水道事業者が実施する水道施設耐震化事業に対す

る補助

○◇下水道施設耐震化事業等【県土】 2,133,239

・下水道施設の耐震化・耐水化等に基づく改築・更

新及び雨天時侵入水に起因する汚水溢水防止対策

を実施

○団体営農業集落排水事業費【農林】 465,579

・市町村が行う農業集落排水施設の老朽化対策等へ

の支援

○◇食料生産基盤整備関係事業【農林】

11,045,141（一部再掲含む）

・基盤整備の実施、農地集積の推進

○農業水利施設耐震化・老朽化対策関係事業【農林】

1,525,083

・農業水利施設の対策工事の実施等

○◇治山事業費 【農林】1,690,820

・治山施設や地すべり防止施設の整備

○森林施業支援事業費【農林】 606,462

・植林や下刈り等の保育、搬出間伐や森林作業道の

整備などへの支援

○◇漁港・漁場整備事業費の一部【農林】 612,150

・漁港施設の耐震・耐津波機能の強化

＜凡例＞ ★新規 ◎一部新規・拡充 ○継続

◇国土強靭化加速化対策活用

○放射線対策事業費【防災】 2,596

・モニタリングポストによる空間放射線の測定等

○災害廃棄物処理対策事業費【環エネ】 3,731

・市町村の災害廃棄物処理対応能力を向上させるた

めの災害廃棄物仮置場設置訓練の実施

○やまがた防災力向上加速化事業費の一部【防災】

379

・親子で学ぶ防災出前教室やミニ出前講座の開催等

○学校安全教室推進事業【教育】 309

・主に教職員等を対象にした学校安全指導者研修会

の開催等

（２）危機管理

（３）建築住宅

（４）交通基盤

（５）県土保全（左下からの続き）

（６）保健医療・福祉

（７）ライフライン・情報通信

（８）産業経済

（９）農林水産

（10）環境

（11）リスクコミュニケーション

掲載事業計：６２２億円

○◇低コスト・高付加価値化基盤整備事業費【農林】

10,127,735

・豪雨時に雨水貯留機能を発揮し、人命・財産の被

害を防止・最小化できるよう農地の基盤を整備

（５）県土保全（右上へ続く➚）
★児童養護施設等酷暑対策事業費【子育て】 5,000

・県内児童養護施設に対する冷房機器設置への補助

★〔９補〕可搬式冷房機器整備関係事業

【総務・教育】309,303

・市町村立中学校及び私立高等学校への可搬式冷房

機器の設置補助、県立学校への同機器の配置

〈参考〉熱中症対策

（単位：千円）

参 考
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